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単分子を集積回路の構成要素とする分子
デバイスのアイディアは，1974年にAviram
とRatnerによる分子ダイオードの提案に始
まる．その後，単分子接合を効率的かつ再
現性よく形成する技術が確立され，単分子
トランジスタや単分子メモリなど興味深い
デバイス提案がなされてきた．しかしなが
ら，50年近く経った現在でも，未だ実用
化には程遠いのが現状である．分子の持つ
“優れた量子機能”を如何に実用デバイス
の中で発現するかが重要な鍵となる．
一方で現在のエレクトロニクスを支える
シリコンデバイスも大きな転換点を迎えて
いる．素子の微細化によるトランジスタの
高性能化は限界を迎え，従来とは異なる新
しい動作原理で駆動するトランジスタの開
発が求められている．そのため，ソース電
極からドレイン電極へ流れる電荷の流れを
トンネル効果により制御するトンネルトラ
ンジスタは，高速動作，低消費電力を兼ね
備えた次世代トランジスタとして期待され
ている．しかしながら，“0”と“1”の 2値
動作という点では従来のトランジスタと変
わらない．
上記背景から，筆者らは現在のシリコン
プロセスに適合した分子トランジスタを開
発するため，分子を量子ドットに用いた縦
型トランジスタを提案している．分子は，
原子レベルで厳密に規定された均一な粒子
であり，サイズ分布の無い理想的な量子
ドットとして機能する．分子の持つ離散準
位（分子軌道）を利用した単電子トンネル
伝導を誘起できれば，低消費電力化に加え，
多値化が実現でき，トランジスタのさらな
る高性能化が期待できる．これまで，トラ
ンジスタの基本構造である金属‒絶縁体‒

半導体構造の絶縁膜にC60分子を始め様々
な分子を集積し，2重トンネル接合として
機能することを示してきた．本研究では，
上記トンネル素子をさらに縦型トランジス
タのチャネル層に応用し，分子軌道を反映
したトンネルトランジスタ動作を実証した
ので報告する．

C60分子は 3重縮退した最低空軌道と 5
重縮退した最高被占軌道を持つ．そのため，
単一電荷が縮退した分子軌道へ注入される
と帯電エネルギーにより縮退準位がシフト
し，異なる準位として観測される．実際，
20 Kにおいて測定したドレイン電流 ‒ドレ
イン電圧特性において，縮退した分子軌道
が等間隔に観測され，単電子トンネル伝導
を確認した．オーソドックス理論を用いた
シミュレーションから導出したトンネル接
合容量を用い，量子ドット径を算出したと
ころ 1.3～1.9 nmとなった．これは，C60分
子 1～2個分に相当する．チャネル層には
104‒105個の分子が存在しているが，各分
子が孤立分散しているため，少数分子に起
因するトンネル伝導を観測できる．また，
300 Kにおいても上記伝導機構が維持され
ており，室温動作も視野に入る．さらに僅
か 5 nmのチャネル長であるにもかかわら
ず，4桁にわたるドレイン電流のゲート変
調に成功した．これは，分子軌道の変調効
果に加え，シリコン基板内に形成される空
乏層によりドレイン電流が効果的に制御さ
れた結果で，分子をシリコンデバイスに集
積する一つの利点と言える．今後，様々な
機能性分子を用い，無機材料では実現でき
ない“分子固有の機能”を兼ね備えた次世
代トランジスタが実現できると期待される．

――用語解説――

単電子トンネル伝導：
量子ドットの持つ帯電エネル
ギーにより，電極間を流れる
電流がクーロン反発により単
一電荷レベルで制御される伝
導．

金属‒絶縁体‒半導体構造：
シリコントランジスタの基本
構造．本提案素子では，高濃
度ドープシリコン基板を用い，
絶縁膜の厚さを電荷がトンネ
ル伝導できる程度まで薄くす
ることにより，2重トンネル
接合として利用している．

2重トンネル接合：
量子ドットを 2つのトンネル
障壁を介して電極に接合した
構造．単電子トンネル電流や
共鳴トンネル電流を観測する
ための基本構造．

オーソドックス理論：
2重トンネル接合における単
電子トンネル伝導を記述する
基本理論．量子ドットを流れ
る電流‒電圧特性のシミュ
レーションに広く使用されて
いる．

分子を用いた縦型トランジス
タの断面透過電子顕微鏡像．

分子を量子ドットに用いた縦型トランジスタ
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